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１ 団体の概要

２ 行政施策との関係
(１)団体活動に関係する行政施策の目的

(２)上記を代替・補完する団体活動の概要

点検評価表（県出資25％未満の株式会社）

（令和5年4月1日現在）
団　　体　　名 御前崎埠頭株式会社
所　　在　　地 御前崎市港6129-1 設立年月日 昭和46年5月1日
代　　表　　者 代表取締役社長　　柳澤　重夫 県 所 管 課 交通基盤部港湾局港湾企画課

団体ホームページ http://omaezaki-futo.co.jp/

出資者 出資額（千円） 比率（％）

鈴与株式会社 14,500 24.2 
静岡県 10,000 16.7 
御前崎港運株式会社 8,500 14.2 
御前崎市 5,000 8.3 
その他 22,000 36.6 

基本財産（資本金） 計 60,000 100.0 

事業内容
・ポートサービス業務（曳船業、船舶給水、綱取放業）
・埠頭施設の管理運営
・マリーナ運営管理業

港湾の施設の設置及び管理を行うことで、背後企業等の物流ニーズに対応し、県内産業の競争力を強化することを目
的とする。

港湾の利用調整を通じ、埠頭の公平・公正な管理運営を担うとともに、港間競争での優位性を確保するため、御前崎
港において、ポートサービス業、埠頭施設の管理運営、マリーナの管理運営等の港湾活動を効率的に実施している。



３ 点検評価（県所管課記載）

４ 経営上の課題・改善に向けた取組の方向性

点検項目 県所管課意見
① 県の出資の必要性

が、現在の社会経済
環境において認められ
るか

港湾の利用調整を目的に官民一体となって設立した法人であり、埠頭の公平、公正な管
理運営という公益的役割を担っているため、港湾利用の効率化と円滑な運営を行うために
は県の出資が必要である。

会社に対する県の財政的関与としてではなく、港湾の管理運営に必要な業務委託として支
出している。

R2決算 R3決算 R4決算 R5予算
県支出額（千円） 56,657 58,946 58,176 63,341
該当なし

R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1
県派遣職員数（人）

② 県からの補助金、委
託金等の支出につい
て、必要性、有効性
が認められるか

③ 県からの職員派遣に
ついて、必要性、有効
性が認められるか

・令和４年度は、自動車運搬船など大型線の綱取放作業の増加や曳船の代替による傭船料などで売上高は前期比
2.8％増の203百万円となったが、外注費や労務費が増加し、経常利益は前期比3.4％減の27百万円、当期純利
益は18百万円。
・令和５年度は半導体不足解消による完成自動車輸出の回復が見込まれ、夏にはバイオマス発電所の稼働開始に
伴う燃料運搬も本格化する。
・効率的な経営を推し進めるととにもサービスの向上を図り、県中西部の物流を担う御前崎港の発展に寄与するよう努
める。


